資料３
平成20年10月9日全体会

市民の定義に関する資料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　策定委員会作成
自治基本条例における市民の定義（各市の条例から）
· 川崎市自治基本条例（平成16年12月22日条例第60号）
（定義）　

第3条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号　　　　　　に定めるところによります。

（1） 市民　本市の区域内に住所を有する人、本市の区域内で働き，若しくは学ぶ人又は本市の区域内で事業活動その他の活動を行う人若しくは団体をいいます。

　説明
　「市民」とは、地方自治法に定める「住民」（市内に住所を有する人で、外国人市民の方や法人を含みます）のはか、市内の事業所に勤務している人や市内の学校に通学している人、市内で市民活動や事業活動など、さまざまな活動を行っている個人や団体をいいます。このように、市民の範囲を広げて定義しているのは、本格的な少子高齢社会の到来、地球環境への配慮、また行政需要の多様化、政策課題の広域化などの状況の中で、地域社会が抱える課題の解決やまちづくりを進めていくためには、いわゆる「住民」だけではなく、川崎という地域社会における幅広い人々が力を合わせていくことが必要であるとの認識に基づくものです。
· 大和市自治基本条例（平成16年10月7日条例第16号）
（定義）

第3条 　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（1） 市民　市内に居住する者、市内で働く者、学ぶ者、活動するもの、事業を営むもの等をいう。

· 平塚市自治基本条例（平成18年10月1日条例第32号）
（用語）

第3条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意味は、当該各号に定めるところによります。

（1） 市民　市の区域内において居住する人、働く人、学ぶ人、事業を営む者、活動する団体等をいいます。

説明　

· 市民

市内に住んでいる人をはじめ、市内で働く人や通学している人、さらに、市内で事業を営んでいる事業者や地域の自治組織である自治会・町内会、社会的課題の解決に取り組む市民活動団体などを市民とします。また、市内に土地などを所有し、平塚市に納税義務がある者も市民としています。

· 綾瀬市自治基本条例素案

（用語の定義）

第2条 　この条例において、次の各号に掲げる用語の意味は、次のとおりとします。

（1） 市民とは、市内に居住する者及び市内で働く者、学ぶ者、活動する者をいいます。

説明

「市民」とは、市内に居住する者はもとより、市内の事業所に勤務している者や市内の学校に通学している者、市内で市民活動や事業活動など、様々な活動を行っている個人や団体、事業者をいいます。本条例では、市内に居住する者以外の人々も「綾瀬市の自治」の大切な主体であると考え、市民として規定しています。

· 「（仮称）藤沢市自治基本条例」委員会検討条例案

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによります。
（1） 市民　市内に居住する者、市内で働く者、学ぶ者、事業を営む者、活動するものをいいます。

· 三鷹市自治基本条例（平成17年10月1日条例第17号）
（定義）

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（1） 市民　市内に住み、又は市内で働き、学び、若しくは活動する人をいう。
（2） 事業者等　市内において、営利又は非営利の活動、公共的活動その他の活動を営む団体をいう。

説明
・「市民」とは、市内に住所を有する人や市内の事業所に勤務している人、市内の学校に通学している人に加え、市内で市民活動など，さまざまな活動を行っている個人として定めています。

・これまでも市は、このような「市民活動者」を「市民」としてとらえ、各種の参加の機会を保障してきました。例えば最近の取り組みでも、市とパートナーシップ協定を締結した「みたか市民プラン２１会議」の参加資格は、在住・在勤・在学の市民に加え、市内での活動者も含めるなど、広範な市民との協働を進めてきました。
· 多摩市自治基本条例（平成16年3月31日条例第1号）
（定義）

第3条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによります。

（3） 市民　市内に居住する者、働く者及び学ぶ者並びに市内で事業を営むも
の又は活動する団体等をいいます。

鎌倉市総合計画や各種条例での市民の定義と位置づけ

· 鎌倉市意見公募手続条例（平成19年6月29日条例第2号）
（定義）

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる

（4） 市民等　次のいずれかに該当するものをいう。

　　ア　市内に住所を有する者

　　イ　市内の事務所又は事務所に勤務する者及び市内に事務所又は事業所を有するもの

　　ウ　市内の学校に在学する者

　　エ　市に対し納税義務を有するもの

　　オ　意見公募手続きに関する事案に利害関係を有すると認められるもの

· 鎌倉市まちづくり条例（平成7年06月26日条例第4号）
（まちづくりの基本理念）

第3条 まちづくりは、市、市民及び事業者の相互の信頼、理解及び協力のもとに、市民の参画によって行われなければならない。

（市民の責務等）

第５条　市民は、健康で文化的な居住環境の享受を妨げられない。

２　市民は、自ら安全で快適なまちづくりに努めるとともに、市が実施する施策に協力しなければならない。

· 鎌倉市男女共同参画推進条例（平成19年1月4日条例第24号）
（市民の役割）

第4条 市民は、基本理念に関する理解を深め、市の実施する施策に協力するとともに、職場、学校、地域、家庭その他社会のあらゆる分野において、男女共同参画の推進に寄与するよう努めなければならない。

· 鎌倉市情報公開条例（平成13年9月28日条例第4号）
（目的）

第１条　この条例は、地方自治の本旨に即した市政を運営する上において、市民に対し知る権利を保障し、かつ説明責任を果たすことの重要性にかんがみ、行政文書の公開に関し、必要な事項を定めること等により、市の保有する情報の一層の公開を図り、もって市政の透明性を向上させ、市民参加の下における公正で民主的な市政を推進することを目的とする。　　
· 総合計画審議会条例（昭和41年10月12日条例第23号）
（組織）

第5条 審議会は委員２５人以内をもって組織する。

２　委員は次に掲げる者のうちから市長が委嘱する

（1） 市議会議員

（2） 市教育委員会委員

（3） 市農業委員会委員

（4） 公共団体及び公共的団体の代表者

（5） 学識経験を有する者

（6） 市民

· 鎌倉市総合計画（平成8年3月策定）
第１章　基本理念

わたしたちは、わたしたちのまち鎌倉のもつ資源を生かし、だれもがひとりの人間として尊重され、国際社会の一員として自覚をもち、ゆとりとうるおいのある生活がおくれるよう、これまで市民の手で作り上げてきた「平和都市宣言」と「鎌倉市民憲章」の精神を基調としながら、２１世紀の新たな時代を切りひらく、市民が主役のまちづくりをすすめるため、まちづくりの基本理念を次のように定めます。

１　市民自治の確立

　　まちの主権者である市民の英知を集め、真の地方自治の確立をめざします。
２　人間性豊かな地域づくり
　　すべての市民が、ともに生き、心のかよいあう、安心して暮らせる、人間性豊かな地域づくりを進めます。

３　環境共生都市の創造

　　人と自然が共生し、災害に強い安全なまちづくりをめざす環境共生都市を創造します。
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